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28 事業内容の定期的な自己点検の実施状況 

                                                                    （か所） 
 平成 ２３ 年 平成 ２２ 年 増  減 

自己点検の実施有り  １７，３７１(84.5%) １６，３６６(82.1%) １，００５ 

注：（  ）内は全クラブ数(23年度：20,561、22年度：19,946)に対する割合である。 

 
29 運営状況等の情報提供の実施状況 

                                                                    （か所） 
 平成 ２３ 年 平成 ２２ 年 増  減 

保護者への情報提供 １９，９７１(97.1%) １９，２４２(96.5%) ７２９ 

地域への情報提供 １３，６９１(66.6%) １２，８５４(64.4%) ８３７ 

注：（  ）内は全クラブ数(23年度：20,561、22年度：19,946)に対する割合である。 

 
30 要望・苦情対応の実施状況 

                                                                    （か所） 
 平成 ２３ 年 平成 ２２ 年 増  減 

要望・苦情対応窓口の
保護者への周知 １７，３５０(84.4%) １６，３８５(82.1%) ９６５ 

苦情解決体制の整備 １６，１３９(78.5%) １５，３１８(76.8%) ８２１ 

注：（  ）内は全クラブ数(23年度：20,561、22年度：19,946)に対する割合である。 

 
31 放課後児童クラブガイドラインの市町村における策定状況 

                                                                      （市町村数） 

 平成 ２３ 年 平成 ２２ 年 増  減 

策定済み ２１５(13.7%)     １９９(12.6%)      １６ 

都道府県のガイドライン
を活用 ４７４(30.1%)     ４３５(27.4%)      ３９ 

国のガイドラインを活用 ７４８(47.5%)     ７８０(49.5%)     ▲３２ 

対応無し １３７(8.7%)    １６６(10.5%)    ▲２９ 

計 １，５７４(100%)    １，５８０(100%)    ▲６ 

  注：（  ）内はクラブ実施市町村数(23年度：1,574、22年度：1,580)に対する割合である。 

 
32 放課後児童クラブガイドラインに基づく運営内容の点検・確認状況 

                                                                    （市町村数） 
 平成 ２３ 年 平成 ２２ 年 増  減 

点検・確認有り １，１８５(75.3%) １，１４８(72.7%) ３７ 

注：（  ）内はクラブ実施市町村数(23年度：1,574、22年度：1,580)に対する割合である。 
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〔調査概要〕 

 

１ 調査の目的 

   この調査は、全国の放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の実施状況を把握し、児童の健

全育成の推進のための基礎資料を得ることを目的として、毎年実施している。 

 

２ 調査の対象 

   全国の市区町村（１，７４７市区町村） 

   ※ただし、以下の市町村については、震災により調査を実施できなかったため、集計値から除いて

いる。 

岩手県：宮古市、久慈市、陸前高田市、大槌町 

     福島県：広野町、楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、川内村、葛尾村 

 

３ 調査の期日 

   平成２３年５月１日現在 

 

４ 主な調査事項 

   児童福祉法第６条の２第２項に規定する放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の実施か所

数、登録児童数、実施場所別クラブ数、実施規模別クラブ数、年間開設日数別クラブ数、利用できな

かった児童数等 

 

５ 調査の方法 

   厚生労働省があらかじめ定めた調査票により各市区町村が記入 

 

６ 調査の集計 

   集計は、厚生労働省雇用均等・児童家庭局において行った。 

 

 

 

（参考）放課後児童健全育成事業 

    共働き家庭など留守家庭のおおむね１０歳未満の児童に対して、児童館や学校の

余裕教室、公民館などで放課後に適切な遊び、生活の場を与えてその健全育成を図

る事業 

（平成９年の児童福祉法改正により法定化＜児童福祉法第６条の２第２項＞） 
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